
（様式①）

[港湾局]

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 建設事務費 3,383 3,383 4,632 4,632 ▲ 1,249 ▲ 1,249

2 積算業務電算化事業 3,451 3,451 3,834 3,834 ▲ 383 ▲ 383

3
南本牧ふ頭建設費（既
設外周護岸負担金）

584,000 584,000 584,000 584,000 0 0

4 海岸保全施設整備事業 85,000 67,000 89,000 59,000 ▲ 4,000 8,000 ○

5
カーボンニュートラル
ポート形成事業

561,000 437,690 286,000 147,000 275,000 290,690 ○

6
南本牧ふ頭内道路等改
良事業

13,000 13,000 20,000 20,000 ▲ 7,000 ▲ 7,000

7
港湾施設における受電
施設更新費

36,000 36,000 0 0 36,000 36,000

8
汽車道・運河パーク遊
歩道改良事業

40,000 20,000 0 0 40,000 20,000

9
新本牧ふ頭連絡道路整
備事業

10,000 10,000 0 0 10,000 10,000 ○

10
臨海部における賑わい
創出推進事業

15,000 15,000 0 0 15,000 15,000 ○

11
会計年度任用職員雇用
経費（建設第一課）

4,047 4,047 3,697 3,682 350 365

（新港歩行者デッキ整
備事業）

0 0 10,000 5,000 ▲ 10,000 ▲ 5,000

（大さん橋ボーディン
グブリッジ整備事業）

0 0 210,000 140,000 ▲ 210,000 ▲ 140,000

（赤レンガパーク改修
事業）

0 0 20,500 20,500 ▲ 20,500 ▲ 20,500

計 1,354,881 1,193,571 1,231,663 987,648 123,218 205,923

事　業　計　画　書　目　次

15款２項１目　港湾施設等改良費 （単位：千円）

計画
書頁 事　　業　　名

令和７年度 令和６年度 増△減（７－６）
新
規
・
拡
充



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

建設事務費

15 99 99

事業名称

歳出予算科目

             3,383令和7年度                  0                  0              3,383                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

             4,632

             ▲1,249

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             4,632

             ▲1,249

             4,907              3,926

             3,948

             4,632              6,832              6,832

                 0

             4,907

             6,441

             6,441

             3,926

             3,948

             4,632              6,832              6,832

                 0

                   0

港湾局建設第一課の事業遂行にあたり必要な事務費
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

建設第一課の業務遂行にあたり必要な経費の執行

事業目的

背景・課題

横浜市契約規則　横浜市物品規則　横浜市予算規則　 横浜市予算事務取扱要綱　横浜市旅費条例根拠法令・方針決裁等

所管事業に要する事務経費のとりまとめ及び実績による

根拠・データ等

通年随時執行する

事業スケジュール

事業開始年度

1
6年度7年度

建設事務費
細事業(事業内訳） 1              3,383              4,632              ▲1,249 事業の見直し

             3,383              4,632              ▲1,249

5建設第一課港湾局

一般会計

高村 英一 櫻井 貴廣 梅澤 美希



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

積算業務電算化事業

15 99 99

事業名称

歳出予算科目

             3,451令和7年度                  0                  0              3,451                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

             3,834

               ▲383

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             3,834

               ▲383

             2,070              6,656

             3,623

             8,674              8,674              8,674

                 0

             2,070

             3,111

             3,111

             6,656

             3,623

             8,674              8,674              8,674

                 0

                   0

・積算業務の省力化のための積算システムの運用維持
・発注者支援システムの港湾局負担（財政局一括契約）
・施工パッケージ標準単価の更新委託・積算システム単価改定のための物価資料購入

事業概要
（アクティビティ）

・工事発注に伴う資材価格調査業務

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

工事発注全般に係る必要不可欠な業務援助

事業目的

背景・課題

・積算システムの導入に関しては平成27年度財政局通知「新土木工事積算システムの導入について」による根拠法令・方針決裁等
・資材価格調査に関しては「土木工事標準積算基準書」第2章工事費の積算、「港湾工事積算基準」第２章直接工事費において特別調
査で価格を決定する旨の記載あり

「根拠法令・方針決裁等」と同じ

根拠・データ等

・平成16～26年度　土木工事積算システムの構築及び運用維持　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・平成27年度　土木工事積算システムの運用維持と新規導入システムの構築
・平成28年度～　土木工事積算システムの運用維持継続と新規導入システムの運用

事業スケジュール

平成16年度事業開始年度

1
6年度7年度

積算業務電算化事業
細事業(事業内訳） 1              3,451              3,834                ▲383 アロケ率変更による減

             3,451              3,834                ▲383

6建設第一課港湾局

一般会計

高村 英一 櫻井 貴廣 梅澤 美希



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

南本牧ふ頭建設費（既設外周護岸負担金）

15 37 2

事業名称

歳出予算科目

           584,000令和7年度                  0                  0            584,000                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

           584,000

                   0

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

           584,000

                   0

           264,000            584,000

           584,000

           584,000            584,000            584,000

                 0

           264,000

           264,000

           264,000

           584,000

           584,000

           584,000            584,000            584,000

                 0

                   0

　埋立事業会計で整備を進めてきた南本牧ふ頭第５ブロックの一部に、新規廃棄物最終処分場を整備することとしたことから、埋立事
業会計において建設した既設外周護岸等の費用の一部を負担するものです。
　負担額の内、１／１０を港湾局が負担します（残りは資源循環局が負担）。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　南本牧ふ頭第５ブロック処分場の整備にあたり、埋立事業会計において建設した既設外周護岸等に対する負担金を、企業債償還の終
了時（令和12年度頃）まで資源循環局と分割して支出します。

事業目的

第5ブロック廃棄物処分場施設概要
①　施設の所在地　　：中区南本牧４番地先　　
②　廃棄物計画受入量：400万m3
③　埋立面積　　　　：16.4ha
④　廃棄物受入期間　：受入開始から概ね５０年

背景・課題

「南本牧ふ頭第５ブロック廃棄物最終処分場埋立事業について（方針決裁）」（平成19年1月）根拠法令・方針決裁等

既設外周護岸等負担金

根拠・データ等

平成19年度　既設外周護岸等負担金　支出開始
令和12年度　　　　　　〃　　　　　支出終了予定

事業スケジュール

平成19年度事業開始年度

1
6年度7年度

既設外周護岸等負担金
細事業(事業内訳） 1            584,000            584,000                    0

           584,000            584,000                    0

2新本牧事業推進課港湾局

一般会計

石井 雅樹 三浦 正寛 古性 華奈



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

海岸保全施設整備事業

15 37 5

事業名称

歳出予算科目

            85,000令和7年度                  0             27,000             40,000            18,000                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

            89,000

             ▲4,000

            30,000

            ▲12,000                   0

            45,000

            ▲18,000

            14,000

              26,000

            55,000             38,000

            90,060

           192,500            306,500            293,500

                 0

            37,000

           149,237

            90,240

            25,200

            57,256

           144,500            218,900            211,100

                 0

                   0

・百数十年に一回程度の頻度で発生する津波と高潮による浸水被害から人命や財産を防護するため、平成28年３月に神奈川県の海岸保
全基本計画に本市域の海岸保全施設の整備計画を位置付けました。
・海岸保全基本計画に基づいて、海岸保全施設の整備を進めていきます。

事業概要
（アクティビティ）

・新たな地震防災戦略を踏まえ、カメラを用いた災害情報把握のスキームを検討し、施設整備を進めます。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

           308            222            130                 95             45            270            270延長
海岸保全施設の整備

実績             79            222ｍ

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

津波及び高潮から市民の生命・財産を守ることを目的に、海岸保全基本計画に基づき、海岸保全施設（胸壁、陸閘）を整備するもので
す。また、地震発生時に重要な役割を担う緊急輸送路や橋梁、耐震強化岸壁、海岸保全区域等の周辺に防災カメラを設置することで、
被災状況等をリアルタイムで把握することができ、発災後の初動対応を迅速に行います。

事業目的

横浜港においては、これまで高潮を考慮した一定の高さで埋立を実施することで、特別な対策を実施してきていませんでした。
しかし、平成２３年の東日本大震災において東京湾内の津波の状況を踏まえ、津波対策が見直しされたことを受け、平成２８年に神奈
川県の海岸保全基本計画に本市域を位置付けることとなりました。
また、リアルタイムでの状況把握を行い、災害応急活動の効果を向上させるため、災害時早急かつ安全に被災状況を把握することが課
題です。

背景・課題

港湾法　海岸法　平成27年12月方針決裁　令和元年10月方針決裁根拠法令・方針決裁等

海岸保全基本計画

根拠・データ等

平成25～27年度：海岸保全基本計画改正に係る解析検討、平成28年度：横浜港内の海岸保全施設の整備に向けた調査
平成29年度：区域設定のための測量等、設計調査、海岸保全区域の指定（大黒ふ頭）、平成30年度：地質調査・測量・設計（大黒ふ頭
）
平成31年度：地質調査・測量・設計・工事（大黒ふ頭）、海岸保全区域等の指定（金沢地区）
令和２年度：地質調査・測量・設計・工事（大黒ふ頭）
令和３年度：地質調査・測量・設計・工事（大黒ふ頭）、測量・設計（金沢地区）
令和４年度：工事（大黒ふ頭）、令和５年度：工事（大黒ふ頭）
令和６年度：工事（大黒ふ頭）、令和７年度：工事（大黒ふ頭）
令和８年度～：地質調査・測量・設計・工事・長寿命化計画策定（大黒ふ頭）

事業スケジュール

【災害情報把握施設整備関連】
令和7年度～：施設整備の検討委託・工事等

平成25年度事業開始年度

1
6年度7年度

海岸保全施設整備事業

細事業(事業内訳）
1             50,000             89,000             ▲39,000 施工箇所減による

災害情報把握施設整備事業
2             35,000                  0               35,000 新規事業による増

            85,000             89,000              ▲4,000

1建設第一課港湾局

一般会計

高村 英一 下川 大輔 北野 龍馬



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和7年度

令和 4年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

カーボンニュートラルポート形成事業

15 37 4

事業名称

歳出予算科目

           561,000令和7年度                  0            298,000            139,690           123,310                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

           286,000

             275,000

           139,000

            ▲15,690                   0

           125,000

             173,000

            22,000

             117,690

                 0            190,000

         1,202,742

         3,750,700          1,987,000            168,000

                 0

                 0

            33,202

            33,202

           100,000

           827,742

         2,310,350          1,468,550             84,000

                 0

                   0

陸上電力供給設備整備、港湾施設等LED化事業、市民とともに進める藻場・浅場等形成事業等を通じて、カーボンニュートラルポート
の形成を目指します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

・2050 年の脱炭素社会を実現させるため、国、民間事業者等と連携しながら、カーボンニュートラルポート※（ＣＮＰ）の形成に向
けた取組を推進する必要があります。
※カーボンニュートラルポート：国際物流の結節点・産業拠点となる港湾において、水素、アンモニア等の次世代エネルギーの大量輸
入や貯蔵、利活用等を図るとともに、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化等を通じて温室効果ガスの排出を港全体としてゼロにする
もの。
・カーボンニュートラルポートの形成を進めるため、停泊中の船舶のアイドリングによるCO2を削減する陸上電力供給設備、アマモな

事業目的

どの海草・海藻などがCO２を吸収する藻場・浅場等形成、港湾施設のLED化を整備・推進する必要があります。

・2020年の脱炭素宣言以降、「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」で「CNPを形成し、2050 年までの港湾における
カーボンニュートラル実現を目指す。」ことが明記されたほか、2023年には「ＧＸ実現に向けた基本方針」の策定や「水素基本戦略」
の改定がなされ、今後10年間に官民で150兆円規模のＧＸ関連投資が示されるなど、国をあげての脱炭素化に向けた動きが、一段と加
速しています。
・欧州や北米では「Fit for 55」「カーボンニュートラルの達成に向けた2022年スコープ計画」が発表され、陸上電力を使用すること
が進んでいます。

背景・課題

・「横浜市地球温暖化対策実行計画」では、令和12年度までに公共施設のLED等高効率照明の割合100％を目標としています。

港湾法、水素基本戦略、2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略、横浜港港湾計画、横浜市脱炭素社会の形成の推進に関根拠法令・方針決裁等
する条例、横浜市地球温暖化対策実行計画、横浜市環境管理計画など

過年度実績等

根拠・データ等

令和４年度　：陸上電力供給設備整備設計
令和５年度　：陸上電力供給設備整備工事
令和６年度　：陸上電力供給設備整備検討、みなとみらい21新港地区等照明施設LED化、ワカメ繁茂等の取組
令和７年度　：陸上電力供給設備等整備事業、大さん橋国際客船ターミナル空調設備等改修事業、
　　　　　　　市民とともに進める藻場・浅場等形成事業、港湾施設等LED化事業事業スケジュール

令和3年度事業開始年度

3政策調整課港湾局

一般会計



（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

1
6年度7年度

臨港パーク先端部等整備事業

細事業(事業内訳）

1                  0            250,000            ▲250,000 事業統合による減

ブルーカーボン推進事業
2                  0              5,000              ▲5,000 事業統合による減

みなとみらい21新港地区等照明施設LED化事業
3                  0             21,000             ▲21,000 事業名変更による減

陸上電力供給設備等整備事業
4             60,000             10,000               50,000 事業進捗による増

大さん橋国際客船ターミナル空調設備等改修事業
5             30,000                  0               30,000 新規事業による増

市民とともに進める藻場・浅場等形成事業
6            120,000                  0              120,000 事業統合による増

港湾施設等LED化事業
7            351,000                  0              351,000 基本戦略による増

           561,000            286,000              275,000

荻原 浩二 赤川 丈拡 藤井 祐之介



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

南本牧ふ頭内道路等改良事業

15 37 2

事業名称

歳出予算科目

            13,000令和7年度                  0                  0             13,000                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

            20,000

             ▲7,000

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            20,000

             ▲7,000

                 0                  0

                 0

            80,000                  0                  0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

            80,000                  0                  0

                 0

                   0

南本牧ふ頭における既存道路等の改良
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                    推進等             推進等         推進等         推進等         推進等
道路改良等

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

南本牧ふ頭内の道路改良等による交通渋滞への対応を行い、コンテナターミナルの効率的な運用を図ります。

事業目的

南本牧ふ頭は土地利用の進展に伴い、埠頭内の搬出入車両が増加し、道路の交通渋滞が課題となっています。

背景・課題

港湾法、港湾整備促進法根拠法令・方針決裁等

平成１３年　４月：ＭＣ－１・２コンテナターミナル供用
平成２７年　４月：ＭＣ－３コンテナターミナル供用
令和３年　　４月：ＭＣ－４コンテナターミナル供用
令和３年度以降　：第５ブロックの整備等

根拠・データ等

令和６～８年：南本牧ふ頭内における道路改良等

事業スケジュール

令和６年度事業開始年度

1
6年度7年度

南本牧ふ頭内道路等改良事業
細事業(事業内訳） 1             13,000             20,000              ▲7,000 事業進捗による減

            13,000             20,000              ▲7,000

物流企画課港湾局

一般会計

川邉 哲也 岡田 貴志 高橋 優輔



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

港湾施設における受電施設更新費

15 38 1

事業名称

歳出予算科目

            36,000令和7年度                  0             36,000                  0                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

                 0

              36,000

                 0

                   0                   0

                 0

              36,000

                 0

                   0

                 0                  0

                 0

           294,000            200,000            350,000

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

           294,000            200,000            350,000

                 0

                   0

　港湾施設等に電力を供給する受電施設のうち、設置から30年以上経過したものについて、順次更新を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　本市港湾施設の受電施設107箇所のうち47箇所については、設備の劣化・老朽化が進んでおり、停電・波及事故のおそれが高くなっ
ています。
　このような事態に対処するため、設置から30年以上を経過した受電施設について、調査を行い順次更新します。

事業目的

　老朽化による停電・波及事故を防ぐため、早急な更新の必要があります。

背景・課題

電気事業法根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等

　令和６年度から令和13年度までの８年間で　47施設のうち、今後再開発等が見込まれる13施設を除く34施設について更新を実施しま
す（令和６年度（令和５年度からの明許繰越）において１施設更新実施中）。

事業スケジュール

令和５年度事業開始年度

1
6年度7年度

港湾施設における受電施設更新費
細事業(事業内訳） 1             36,000                  0               36,000 工事の執行による増（前回５年度２月補正繰

越案件のため６年度予算計上なし）

            36,000                  0               36,000

維持保全課港湾局

一般会計

佐久間 信嘉 鈴木 大士 羽田 博史



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

汽車道・運河パーク遊歩道改良事業

15 37 3

事業名称

歳出予算科目

            40,000令和7年度                  0             20,000                  0            20,000                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

                 0

              40,000

                 0

              20,000                   0

                 0

              20,000

                 0

                   0

                 0                  0

                 0

           330,000                  0                  0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

           165,000                  0                  0

                 0

                   0

みなとみらい２１地区の汽車道及び運河パークの傷んだ遊歩道の改良を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                      工事               工事           工事                             
遊歩道改良

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　本施設は整備より20年以上が経過し、遊歩道デッキ部の老朽化（部材の腐食）が進行していることから、早急に遊歩道全体の改良工
事を行い、来街者が安心・安全かつ快適にみなとみらいエリアを回遊できるよう、歩行環境の改善を図ります。

事業目的

　平成７～11年にかけて整備された汽車道・運河パーク遊歩道は、明治44年に開通した臨港鉄道の廃線跡のレールやトラス橋などの歴
史的資産を活かした造りとなっており、桜木町駅から赤レンガ倉庫や象の鼻などへつながる歩行者ネットワークの一部として市民の皆
様や訪日外国人旅客を含む多くの来街者に利用される施設です。
　当該施設は、舗装部分の多くが木材によるデッキ構造であり、整備からおよそ20年以上経過していることから、令和３年度にはデッ
キの一部が腐食により陥没するなど、老朽化が進行しています。

背景・課題

港湾法根拠法令・方針決裁等

土木工事標準積算基準書、港湾土木請負工事積算基準、過年度実績

根拠・データ等

・令和７年度：改良工事
・令和８年度：改良工事

事業スケジュール

令和６年度事業開始年度

1
6年度7年度

汽車道・運河パーク遊歩道改良工事
細事業(事業内訳） 1             40,000                  0               40,000 新規事業登録による増

            40,000                  0               40,000

建設第一課港湾局

一般会計

高村 英一 下川 大輔 徳丸 友作



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

新本牧ふ頭連絡道路整備事業

15 37 2

事業名称

歳出予算科目

            10,000令和7年度                  0                  0             10,000                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

                 0

              10,000

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

                 0

              10,000

                 0                  0

                 0

            90,000            260,000            260,000

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

            50,000            130,000            130,000

                 0

                   0

新本牧ふ頭は高度な流通加工機能を有するロジスティクス施設（第１期地区）と大水深・高規格コンテナターミナル（第２期地区）か
らなる新たな物流拠点です。
新本牧ふ頭コンテナターミナルの交通動線である臨港幹線道路に加え、新本牧ふ頭のロジスティクス施設や緑地に円滑にアクセスする

事業概要
（アクティビティ）

ための道路の整備を行うものです。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                      推進等         推進等         推進等         推進等
道路整備等

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

新本牧ふ頭における土地利用の拡大やアクセス性・利便性の向上を図ります。

事業目的

本牧ふ頭D1・D4・D5コンテナターミナル、新本牧ふ頭コンテナターミナル及びロジスティクス拠点への交通を各々分離して処理する必
要があります。

背景・課題

港湾法、港湾整備促進法根拠法令・方針決裁等

【新本牧ふ頭】
・平成26年度　　　　　港湾計画改訂
・平成29～平成30年度　環境影響評価
・令和元年度　　　　　公有水面埋立免許取得、事業着手
・令和３年度　　　　　建設発生土受入れ開始
・令和元年代後半　　　基盤整備等

根拠・データ等

令和７年度　　：基本設計
令和８年度　　：実施設計、測量
令和９年度以降：道路工事

事業スケジュール

令和７年度事業開始年度

1
6年度7年度

新本牧ふ頭連絡道路整備事業
細事業(事業内訳） 1             10,000                  0               10,000 新規事業による増

            10,000                  0               10,000

物流企画課港湾局

一般会計

川邉 哲也 岡田 貴志 高橋 優輔



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

臨海部における賑わい創出推進事業

15 37 3

事業名称

歳出予算科目

            15,000令和7年度                  0                  0             15,000                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

                 0

              15,000

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

                 0

              15,000

                 0                  0

                 0

           800,000            900,000          1,000,000

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0                  0                  0

                 0

                   0

水際線をはじめとした都心臨海部の回遊性向上・にぎわい創出に向けた取り組みを行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                  検討・設計     設計・工事     設計・工事     設計・工事い創出推進
臨海部における賑わ

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

都心臨海部の水際線は大きなポテンシャルを有しています。水際線の緑地等を積極的に活用するとともにウォーカブルな歩行空間、多
様な滞留空間等の創出を進めることで都心臨海部エリアの魅力を高めます。

事業目的

都心臨海部の水際線には、多くの魅力的な観光資源や横浜が誇る国内随一の魅力的な景観を有しています。この水際線の魅力やポテン
シャルを最大限引き出し、都心臨海部の賑わいづくりを戦略的に進めることで、来街者等の増加につなげる必要があります。

背景・課題

港湾法根拠法令・方針決裁等

過年度実績

根拠・データ等

令和７年度　：検討・設計
令和８年度～：設計・工事

事業スケジュール

令和7年度事業開始年度

1
6年度7年度

臨海部における賑わい創出推進事業
細事業(事業内訳） 1             15,000                  0               15,000 新規事業のため

            15,000                  0               15,000

整備推進課港湾局

一般会計

加藤 裕隆 佐藤 大希 小國 恒之



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

会計年度任用職員雇用経費（建設第一課）

15 99 99

事業名称

歳出予算科目

             4,047令和7年度                  0                  0              4,047                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

             3,697

                 350

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             3,682

                 365

                 0                  0

                 0

             3,682              3,682              3,682

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

             3,682              3,682              3,682

                15

                ▲15

会計年度任用職員を雇用することで、港湾建設工事及び再開発事業に係る工事に関する業務を適正かつ継続して行うものです。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

港湾建設工事及び再開発事業に係る工事に関する業務を適正かつ継続して実施するため。

事業目的

多様化する港湾建設工事及び再開発事業に係る工事を継続して行うには、現体制を維持することで、適正かつ継続して業務を行えるた
め。

背景・課題

地方公務員法第22条の２根拠法令・方針決裁等

港湾法

根拠・データ等

各年度において会計年度任用職員を雇用します。

事業スケジュール

令和６年度事業開始年度

1
6年度7年度

会計年度任用職員雇用（建設第一課）
細事業(事業内訳） 1              4,047              3,697                  350 人件費の見直し

             4,047              3,697                  350

建設第一課港湾局

一般会計

高村 英一 櫻井 貴廣 梅澤 美希
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